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Ａ．研究目的 

本研究の目的は重度障害者用意思伝達装置につい

て、補装具費支給制度における基準の補装具として

の妥当な価格水準や購入・修理等項目の体系の検討

に関する基礎情報を示すことである。そして補装具

の種目、購入等に要する費用の額の算定などに関す

る基準［1］、以下「基準」）の改正の検討に関する

基礎情報を提供することである。 

また具体的には、前回の基準改正（2021年 4月）

の時点と現時点（2023年 7月）との仕入価格の変化

ならびに価格率の変化を明らかにしたうえで基準の

価格の数値と比較した結果を明らかにすること、な

らびに現行制度に置ける支給項目の課題について検

討することである。 

Ｂ．研究方法 

日本障害者コミュニケーション支援協会に所属す

る重度障害者用意思伝達装置を取り扱っている販売

メーカー、補装具事業者を対象に調査票をメールに

て配布し、回答を求めた。 

調査項目については基準に記載されている重度障

害者用意思伝達装置の各項目の 2020年と 2023年 8

月 1日現在のそれぞれにおける製品名、仕入価格、

販売単価、定価とした。調査実施期間は 2023年 7月

～8月とした。 

（倫理面の配慮） 

特になし 

Ｃ．研究結果 

 今回の調査では、重度意思伝達装置本体ならびに

告示に記載されている修理項目に関して品名も含め

調査を実施した。日本障害者コミュニケーション支

援協会に所属する12業者に発送し返送数は８であっ

た。 

意思伝達装置の本体としてアンケート内で回答の

あった製品は11製品。そのうち文字等走査入力方式
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は8機種、生体現象方式は3機種であった。そして文

字等走査入力方式のうちパソコンにソフトウェアを

組み込んだものが6機種、専用機種が2機種であり、

生体現象方式はいずれも専用機器であった。 

修理基準の項目に関しては視線入力装置などをは

じめとして単一の製品しかないもの、もしくは単一

の項目に複数の製品があるものとさまざまであった。

また本体修理の項目の回答はなかった。 

今回の補装具事業者における価格変動調査の集計

において、現行の基準価格を大きく超えるような機

種に関しては、真にその機種が必要な場合に限り補

装具費が支給されるものであるため、価格変動のデ

ータとしては除外した。よって今回文字等走査入力

方式では6機種、生体現象方式では3機種が対象とな

った。補装具販売事業者への仕入価格とその変化に

関して表１に示す。補装具事業者への卸価格につい

ては文字等走査入力方式が2020年266,667円、2023

年282,500円で変化率は5.9％であった。一方生体現

象方式は2020年295,333円、2023年306,667円で変化

率は3.8％であった。 

 

表１ 重度障害者用意思伝達装置の仕入価格の変

化 

  機種

数 

仕入価格(円) 変化

率    

(％) 
2020年 2023年 

文字等走査入

力方式 

6 266,667 282,500 5.9 

生体現象方式 3 295,333 306,667 3.8 

 

次に修理基準の項目について表2に示す。価格の変

化率については大きく2グループに分かれ、20％を超

えるものが、固定台（アーム式又はテーブル置き式）、

固定台（自立スタンド式）、入力装置固定具、呼び

鈴、視線検出式入力装置、遠隔制御装置であり、そ

の他の項目は10％未満の変化率であった。 

 

 

 

 

 

表２ 修理基準の項目における価格変化について 

種別 仕入価格(円) 価格上

昇率

(％) 
2020年 2023年 

固定台（アーム式

又はテーブル置き

式）交換 

17,639  24,589  39.4  

固定台（自立スタ

ンド式）交換 

31,463  40,911  30.0  

入力装置固定具交

換 

13672 20346 48.8  

呼び鈴交換 13,109  15,946  21.6  

呼び鈴分岐装置交

換 

20,360  22,224  9.2  

接点式入力装置

（スイッチ）交換 

4,913  5,346  8.8  

帯電式入力装置

（スイッチ）交換 

12,786  13,786  7.8  

帯電式入力装置

（スイッチ）交換 

（タッチ式入力装

置込み） 

27,500  27,500  0.0  

帯電式入力装置

（スイッチ）交換 

（タッチ式入力装

置込み＋ピンタッ

チ式先端部込み） 

37,200  37,200  0.0  

筋電式入力装置

（スイッチ）交換 

56,000  56,000  0.0  

光電式入力装置

（スイッチ）交換 

35,860  36,860  2.8  

呼気式（吸気式）

入力装置（スイッ

チ）交換 

23,200  23,200  0.0  

圧電素子式入力装

置（スイッチ）交

換 

23,353  23,387  0.1  

空気圧式入力装置

（スイッチ）交換 

23,353  23,387  0.1  

視線検出式入力装

置（スイッチ）交

換 

132,441  168,385  27.1  

遠隔制御装置交換 18,600  32,340  73.9  
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Ｄ．考察 

本体について 

今回、文字等走査入力方式で回答のあった機種に

ついてはPCにソフトウェアを組み込んだ意思伝達装

置が 8 種類中 6 種類と多くを占めている。これは井

村ら［２］の報告にあるように自治体における支給

実態においても同様にPCにソフトウェアを組み込ん

だ製品が多く支給されている。そして現在の基準の

中で文字等走査入力方式（簡易なもの）に該当する

商品は販売されていない状況である。また PCにソフ

トウェアを組み込んだ製品については井村［３］の

報告にあるように意思伝達機能以外に関しての支援

が必要とされることもあること、使い方によっては

現行の補装具費支給基準における専用機器の範囲を

超えることが指摘されている。このような状況を考

えると現在発売されている製品に合わせ、かつ PCに

ソフトウェアを組み込んだ製品を分けるなどした新

たな支給基準の検討が必要と考えられる。 

価格においては補装具業者への卸価格の変動は文

字等走査入力方式で 5.9％の上昇、生体現象方式で

は 3.8％の上昇を認めた。本体の基準価格を超える

価格ではないものの、対象患者の特性上、居宅での

適合が必要であり、かつ設定などについては専門的

な技術も必要とされる場合もあることからそれらに

関する費用も考えられる。今後基準価格を考えるに

あたってはこれらの要素も考慮する必要があり、調

査なども継続して実施すべきであると考える。 

付属品について 

結果として価格変動については 20％を超えるもの

と 10％未満の変化率のものの 2 つに分かれていた。

特に視線検出式入力装置においては、使用できる製

品が現状１製品であること、外国製品であり為替変

動の影響を大きく受けたと考えられる。またそのほ

かの製品も、為替や原材料費の上昇の影響が考えら

れた。また今回の調査において 10％未満の変化率の

ものにおいても在庫がなくなると価格を上げざる負

えないという意見も見られており今後の動向に注意

すべきであると考える。 

Ｅ．結論 

重度障害者用意思伝達装置を取り扱っている販売

メーカー、補装具事業者を対象に重度障害者用意思

伝達装置の本体、付属品の価格変動、製品について

調査した。調査結果から付属品においては一部の製

品に関して大幅な価格変化がみられており、基準価

格と実情と大きな乖離が生じる可能性もあり、継続

して確認していく必要がある。また本体の価格変化

においては数％の変化であるものの、特に文字等走

査入力方式については一部項目については対象製品

がないこと、さらに PCにソフトウェアを組み込んだ

製品が多く、使用においてもその他の専用機器との

違いもあり新たな支給基準の検討が必要なことが示

唆された。 

合わせて本体の卸価格としては基準を超える価格

ではないものの、重度障害者用意思伝達装置の対象

が重度の両上下肢及び音声・言語機能障害者もしく

は難病等患者については音声・言語機能障害及び神

経・筋疾患であることなどとされていることから居

宅での適合なども必要な場合が多く、適切な価格の

検討においては他の観点からさらなる調査を進め、

支給基準についても検討していきたいと考える。 
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